様式第１号（第７条関係）
河内長野市セミナー・研修受講支援事業補助金交付申請書
　　年　　月　　日
　（宛先）河内長野市長
所在地
事業所名
フリガナ
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号
担当者所属・氏名
　河内長野市セミナー・研修受講支援事業補助金交付要綱第７条第１項の規定により、次のとおり関係書類を添えて受講実績を報告し、補助金の交付を申請します。なお、申請に当たり、下記事項に記載する内容を確認の上、誓約し、同意いたします。
	１　総事業費
（補助対象経費）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	２　申請金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	３　添付書類
	(1) 別紙１又は別紙２
(2)その他市長が必要とする書類（別紙参照）


＜誓約及び同意事項＞
１　河内長野市暴力団排除条例第２条第１号の暴力団、同条第２号の暴力団員又は同条第３号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約いたします。また、これらに該当すると認められるときは、補助金の交付決定を取り消されることに同意します。
２　河内長野市暴力団排除条例の規定に基づき、申請書・添付書類に記載されている情報を警察に照会することに同意します。また、申請内容について詳細な資料を求められたときは、速やかに提出いたします。
（添付書類の省略について）

市税の納付状況について照会することに同意し、市税の完納証明書を省略する場合はチェック⇒　□（確認できない場合は提出を必要とする）
別紙１
セミナー等受講実績概要等
	公的支援機関等
	１　中小企業基盤整備機構　　　２　産業技術総合研究所

３　大阪産業技術研究所　　　　４　大阪産業局

５　（　　　　）職業能力開発校　６（　　　　）障害者職業能力開発校　
７　大阪地域職業訓練センター　８　大阪府職業能力開発協会　
９　大阪府工業協会　　　　　　１０　関西職業能力開発促進センター
１１　大阪商工会議所　　　　　１２（　　　　　）高等専門学校
１３　（　　　　　　）大学　　１４（　　　　　）大学院
１５　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	セミナー等名称
	

	受講期間
	年　　月　　日　～　　　　　　　　年　　月　　日　

	受講により得られた成果
	

	1
	受講者の所属・役職
	

	
	氏名
	

	２
	受講者の所属・役職
	

	
	氏名
	

	３
	受講者の所属・役職
	

	
	氏名
	

	受講料等の合計
	計　　　　　　　　　円（内訳　　　　　円×　　　　人）

	補助金申請額

（受講料等の合計の２分の１）
	　　　　　　　　　　　　円　※千円未満切捨て

	添付書類
	□セミナー等の概要、受講料等が明示されたパンフレット等
□公的支援機関等発行のセミナー等の受講の完了を証明する書類
□公的支援機関等への受講料等の明細及び支払いを証する書類の写し
□市税の完納証明書
□市内に事業所があることを証明する書類又は団体の会則及び市内に事業所を有する中小企業者が団体の構成員の３分の２以上を占めることを証明する書類
□その他市長が必要と認める書類


	他の機関からの補助金受給状況
	機関名
	受給額

	
	
	円


· 受講したセミナー毎に作成してください。
· 自社内会議室等において、セミナー等を開催した場合は、別紙２を使用してください。
· 受講者が３名を超える場合は、別紙（任意の様式）に受講者全員を記載の上、添付してください。
別紙２
セミナー等開催実績概要等
	公的支援機関等
	１　中小企業基盤整備機構　　　２　産業技術総合研究所

３　大阪産業技術研究所　　　　４　大阪産業局

５　（　　　　）職業能力開発校　６（　　　　）障害者職業能力開発校　
７　大阪地域職業訓練センター　８　大阪府職業能力開発協会　
９　大阪府工業協会　　　　　　１０　関西職業能力開発促進センター
１１　大阪商工会議所　　　　　１２（　　　　　）高等専門学校
１３　（　　　　　　）大学　　１４（　　　　　）大学院
１５　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	セミナー等名称
	

	受講期間
	年　　月　　日　～　　　　　　　　年　　月　　日　

	受講により得られた成果
	

	受講者一覧
	※　別紙（任意の様式）に受講者全員の所属、役職、氏名を記載の上、添付してください。

	開催経費
	　　　　　　　　　円

	· 講師の謝礼、企画料等セミナー等開催経費の内訳がわかる資料（公的支援機関等発行の請求書明細等）も添付してください。

	補助金申請額

（受講料等の合計の２分の１）
	　　　　　　　　　　　　円　※千円未満切捨て

	添付書類
	□セミナー等の開催に係る事業計画書
□講師の謝礼、企画料等セミナー等開催経費の内訳がわかる資料及び支払いを証する書類の写し
□市税の完納証明書
□市内に事業所があることを証明する書類又は団体の会則及び市内に事業所を有する中小企業者が団体の構成員の３分の２以上を占めることを証明する書類
□その他市長が必要と認める書類


	他の機関からの補助金受給状況
	機関名
	受給額

	
	
	円


· 開催したセミナー毎に作成してください。
· 公的機関支援機関等の指定するテーマ・会場で、セミナー等を受講させた場合やインターネットの通信制セミナー等を受講させる場合は、別紙１を使用してください。
